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（独）国際協力機構(JICA）／（独）日本貿易振興機構（JETRO）／（国研）医薬基盤・健康・栄養研究所／
（公社）日本栄養士会／（一財）食品産業センター／味の素（株）／キッコーマン（株）／（株）サカタのタ
ネ／NPO法人ワールド・ビジョン・ジャパン／NPO法人日本リザルツ／（公社）セーブ・ザ・チルドレン・
ジャパン／（株）明治／日清食品ホールディングス（株）／RDBコンサルティング／NPO法人国際生命科
学研究機構（ILSI Japan）／（国研）国際農林水産業研究センター（JIRCAS）／森永製菓（株）／大塚製
薬（株）／NTCインターナショナル（株）／熊本製粉（株）／NPO法人日本栄養改善学会／（株）
ヴィッテ／Bioversity International／アイ・シー・ネット（株）／（株）はせがわ農園／不二製油グループ
本社（株）／（株）ヤクルト／DSM（株）／ハウス食品グループ本社（株）／（一社）ソーシャルコンパス
(Social Compass)／PwCサステナビリティ（同）／カゴメ（株）／NPO法人ジャパン・プラットフォーム／
森永乳業（株）／（株）イズハラ・ソリューションズ／（有）うずしお食品／西部農産ベトナム／（公社）国際
農林業協働協会(JAICAF）／（株）かいはつマネジメント・コンサルティング／（株）ゆーき／（同）
WELLNESONE JAPAN／太陽化学（株）／TWF JAPAN／花王（株）／（公財）日本健康・栄養食品協会／日本
ハム（株）／（公財）国際開発救援財団（FIDR）／（株）毘虫食のentomo／（株）BSRジャパン／（公財）味
の素ファンデーション／SGSジャパン（株）／（一財）アライアンス・フォーラム財団／NPO法人シェア／
バブルスター（株）／（株）都給食／（株）電通／（株）サンスマイル／（株）ニチレイ／（一財）ササカワ・ア
フリカ財団／ワールド産業（株）／（株）ユカシカド／（株）コーエイリサーチ＆コンサルティング／（株）
BugMo／（株）オリエンタルコンサルタンツグローバル／有限責任監査法人トーマツ／（株）東洋食品／
Ridgelinez（株）／雪印メグミルク（株）／（株）MiL／三祐コンサルタンツ／（株）シンメイ／NPO法人
AMDA社会開発機構／（株）鳥取再資源化研究所／WFP国連世界食糧計画 日本事務所／NPO
法人ISAPH／ケンコーマヨネーズ（株）／アサヒグループ食品（株）／（一社）国際ふりかけ協議会／シ
ダックス(株)／江崎グリコ(株)／国際連合食糧農業機関（FAO）駐日連絡事務所／（株）日本経済社／

（株）エヌ・ティ・ティデータ経営研究所／ウミトロン（株）／（株）エコロギー／（株）林原／（株）大林組
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2021年12月7日及び8日に、日本政府が主催する東京栄養サミット2021が開
催されました。本サミットは、栄養改善に向けた国際的取組みを促進する会
合であり、ロンドンオリンピック・パラリンピッ
クを契機にスタートして以来、3回目を迎えま
す。海外からはオンライン参加となるハイブ
リッド形式の会合を通して約60か国の首脳級
及び閣僚級、国際機関の長、民間企業、市民
社会、学術界の代表などが集まり、栄養改善
に向けた取組みについて熱い議論が交わさ
れました。

東京栄養サミット2021
ハイレベルセッション

●サミットで低栄養と過栄養の「栄養不良の二重負荷」を初めて取り上げる
とともに、新型コロナによる世界的な栄養状況の悪化に対応すべく、
①健康、②食、③強靭性、④説明責任、⑤財源確保を中心に議論されま
した。

● 65か国、11の国際機関、60社の企業、58の市民団体を含む215の
ステークホルダーからのエンドースを得て成果文書「東京栄養宣言
（コンパクト）」が発出され、栄養改善に向けて国際社会が今後取り組
むべき方向性が示されました。
NJPPPは、会員企業・団体に対してコンパクトへのエンドースを呼びかけ
ました。

●更に、78か国の政府、26社の企業、51の市民団体を含む181のステークホ
ルダーから396のコミットメント(それぞれの政策的・資金的意図表明)が
提出され、270億ドル以上の栄養関連の資金拠出が表明されました。幅
広いステークホルダーによる具体的な行動を促進することにより、世界
の栄養改善に向けた取組がリードされました。
NJPPP関連団体からは、10を超える企業・団体がコミットメントを表明して
います。

国連が掲げているSDGs（Sustainable Development Goals／持続可能な開
発目標）を2030年に達成することをめざし、現在、世界中でたくさんの取り
組みが行われています。「飢餓をゼロに」「すべての人に健康と福祉を」など
17の目標があり、それぞれの達成基準である169のターゲットが設定され
ています。
栄養改善の取り組みは、「飢餓をゼロに」をはじめ、少なくとも12ゴールの達
成に貢献できます。東京栄養サミット2021の開催により、この動きを加速す
ることが期待されています。

日本にもかつて栄養不良の時代がありましたが、それを学校給食や栄養教育
などの施策や企業による食品開発によって乗り越えてきた歴史があります。
一方、海外では、いまだに栄養不足や栄養バランスの不良の問題が多くの国
や地域で見られ、喫緊の課題となっています。
このような背景のもと、健康・医療戦略において、官民の連携を強化し、栄養
改善に役立つ事業の国際展開を実現するため、2016年に設立されたのが
NJPPPです。

はじめに
現在世界では8億人以上が飢餓で苦しみ、全人口の3分の1は栄養不足にあ
ると言われています。また、成人のうち19億人は、栄養不足や過体重に苦し
んでいます。「職場給食の栄養改善」は労働者の栄養や健康状態を改善し、
雇用主にとっても大きなメリットがあることが証明されているものの、その取り
組みは世界でまだ普及しているとは言えません。

日系企業との連携
このような状況を踏まえて、NJPPPは「アジアに進出する日系企業における職場給食の栄養改善」に取り組んでいます。
日本の企業は、もともと従業員の健康管理への関心が高く、国内では「健康経営」の認証制度が広がるなど、経営層として職場
給食の改善への社会的機運は高まっています。従業員との信頼関係が構築されている企業からは、給食の改善とその効果に
関する実証実験への協力が得られます。NJPPPでは、この成果を起点として、その国の栄養改善の方向性を示すことができる
のではないかと考え、東南アジア諸国でケーススタディを重ねています。

持続可能な企業活動のために
栄養改善は、従業員の健康の維持はもちろん、企業にとっても欠勤率改善や労働生産性向上などのメリットが得られます。「生
産性向上による多様なメリット」が、「栄養に配慮した食材の調達・提供にかかるコスト」を上回ると判断されれば、この活動をよ
り加速度的に拡大することができます。
そして、プロジェクトから得られる改善結果だけでなく、判明した課題こそが、国民全体の栄養改善推進を阻害する本質的な要
因です。NJPPPはその解決策を官民が連携して検討・提言することで、途上国全体の栄養改善に貢献する、より大きな成功を導
き出したいと願っています。

東京栄養サミット2021開催

東京栄養サミットの主な成果とNJPPPの取組み
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